
総　括　表 （単位：千円）

前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
当初予算
に対する
伸率(％)

前年度同期
予　算　額

対前年度
同期伸率

(％)

161,894,648 1,328,416 163,223,064 3.1 165,587,635 △ 1.4

公 営 住 宅 建 設 資 金 1,734,516 △ 193,851 1,540,665 △ 11.1 2,039,941 △ 24.5

国 民 健 康 保 険 54,398,631 △ 2,870,001 51,528,630 △ 5.3 53,133,873 △ 3.0

後 期 高 齢 者 医 療 4,911,362 △ 220,670 4,690,692 △ 4.4 4,427,670 5.9

公 園 墓 地 301,000 △ 16,000 285,000 △ 5.3 296,802 △ 4.0

卸 売 市 場 770,589 △ 31,812 738,777 △ 4.1 736,728 0.3

用 地 取 得 19,000 0 19,000 0.0 20,000 △ 5.0

母子父子寡婦福祉資金 78,000 0 78,000 0.0 108,000 △ 27.8

介 護 保 険 32,715,087 346,513 33,061,600 1.7 32,272,890 2.4

公設合併処理浄化槽事業 283,000 12,317 295,317 4.4 298,910 △ 1.2

宅 地 造 成 事 業 512,000 △ 237,510 274,490 △ 46.4 205,241 33.7

公 債 管 理 23,229,000 △ 143,250 23,085,750 △ 0.6 24,061,575 △ 4.1

小 計 118,952,185 △ 3,354,264 115,597,921 △ 2.6 117,601,630 △ 1.7

水 道 事 業 14,203,715 △ 835,590 13,368,125 △ 5.8 12,107,353 10.4

簡 易 水 道 事 業 - - - - 445,219 皆減

工 業 用 水 道 事 業 23,000 △ 1,243 21,757 △ 5.4 18,929 14.9

公 共 下 水 道 事 業 22,826,839 △ 662,691 22,164,148 △ 2.9 22,192,796 △ 0.1

農 業 集 落 排 水 事 業 1,131,146 △ 14,232 1,116,914 △ 1.2 1,175,060 △ 4.9

田 野 病 院 事 業 1,083,000 1,100 1,084,100 0.1 1,091,828 △ 0.7

小 計 39,267,700 △ 1,512,656 37,755,044 △ 3.8 37,031,185 2.0

320,114,533 △ 3,538,504 316,576,029 0.1 320,220,450 △ 1.1
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一般会計
（歳　入）

款
前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
補正前の
構成比
（％）

補正後の
構成比
（％）

10 市 税 52,864,000 △ 219,000 52,645,000 32.7 32.3

15 地 方 譲 与 税 1,578,000 △ 203,000 1,375,000 1.0 0.8

20 利 子 割 交 付 金 41,000 28,396 69,396 0.0 0.1

21 配 当 割 交 付 金 80,000 51,731 131,731 0.0 0.1

22 株式等譲渡所得割交付金 326,000 △ 199,005 126,995 0.2 0.1

23 地 方 消 費 税 交 付 金 7,462,000 241,343 7,703,343 4.6 4.7

25 ゴルフ場利用税交付金 210,000 △ 13,000 197,000 0.1 0.1

30 自 動 車 取 得 税 交 付 金 165,000 51,236 216,236 0.1 0.1

33 地 方 特 例 交 付 金 247,000 4,662 251,662 0.2 0.2

35 地 方 交 付 税 24,612,930 1,691,786 26,304,716 15.2 16.1

40 交通安全対策特別交付金 117,000 △ 8,000 109,000 0.1 0.1

45 分 担 金 及 び 負 担 金 2,353,221 △ 752 2,352,469 1.5 1.4

50 使 用 料 及 び 手 数 料 1,978,879 △ 42,779 1,936,100 1.2 1.2

55 国 庫 支 出 金 33,213,957 △ 760,622 32,453,335 20.5 19.9

60 県 支 出 金 12,483,237 △ 52,568 12,430,669 7.7 7.6

65 財 産 収 入 367,046 16,160 383,206 0.2 0.2

70 寄 附 金 525,012 24,018 549,030 0.3 0.3

75 繰 入 金 3,309,970 944,330 4,254,300 2.1 2.6

80 繰 越 金 1,391,850 0 1,391,850 0.9 0.9

85 諸 収 入 2,959,546 8,364 2,967,910 1.8 1.8

90 市 債 15,609,000 △ 234,884 15,374,116 9.6 9.4

計 161,894,648 1,328,416 163,223,064 100.0 100.0

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（単位：千円）
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（歳　出）

款
前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
補正前の
構成比
（％）

補正後の
構成比
（％）

10 議 会 費 722,594 △ 10,434 712,160 0.4 0.4

15 総 務 費 13,755,198 2,283,253 16,038,451 8.5 9.8

20 民 生 費 75,194,136 303,053 75,497,189 46.4 46.3

25 衛 生 費 11,587,605 △ 396,275 11,191,330 7.1 6.9

30 労 働 費 130,604 15,887 146,491 0.1 0.1

35 農 林 水 産 業 費 4,340,663 △ 61,227 4,279,436 2.7 2.6

40 商 工 費 2,058,714 △ 33,151 2,025,563 1.3 1.2

45 土 木 費 17,429,188 △ 464,721 16,964,467 10.8 10.4

50 消 防 費 3,572,890 87,334 3,660,224 2.2 2.2

55 教 育 費 11,832,768 △ 92,217 11,740,551 7.3 7.2

60 災 害 復 旧 費 993,575 △ 172,712 820,863 0.6 0.5

65 公 債 費 20,176,712 △ 130,373 20,046,339 12.5 12.3

70 諸 支 出 金 1 △ 1 0 0.0 0.0

75 予 備 費 100,000 0 100,000 0.1 0.1

計 161,894,648 1,328,416 163,223,064 100.0 100.0

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（単位：千円）
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主　な　補　正　の　概　要
【一般会計】 （単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

財政調整基金ほか積立金

〔財政課〕
償還金

〔財政課〕
地域のお宝発掘・発展・発
信事業（地方創生）

〔地域コミュニティ課〕
ふるさと基金積立事業（地
域のお宝発掘・発展・発信
事業）

地域のお宝発掘・発展・発信事業補助金の未交付額をふるさ
と基金へ積み立てます。

〔地域コミュニティ課〕
臨時福祉給付金支給事業
（Ｈ２８国２次補正分）

〔福祉総務課〕
障がい児通所支援事業

〔障がい福祉課〕
障がい福祉サービス事業

〔障がい福祉課〕
私立保育所運営費

〔保育幼稚園課〕
認定こども園施設型給付事
業

〔保育幼稚園課〕
幼稚園施設型給付事業

〔保育幼稚園課〕
小規模保育事業等地域型給
付事業

〔保育幼稚園課〕

民生

△ 137,522

国(1/2)
県(1/4)

国(1/2)
県(1/4)
諸収入

185,000

○ 給付の実績及び国家公務員の給与の改定に応じて、保育単価
が改定されたため、所要額を増額・減額します。

※補正前　16,305,282千円　⇒　補正後　16,477,914千円

295,480

17,496

△ 2,822

就労系サービス等の利用が増加したため、所要額を増額しま
す。

※補正前　7,029,000千円　⇒　補正後　7,325,000千円

給付金の申請件数が見込みを下回ったため、所要額を減額し
ます。

＜支給実績＞
　・支給人員　96,300人⇒83,184人
　・支給総額　1,444,500千円⇒1,247,760千円

※補正前　204,270千円　⇒　補正後　7,530千円

放課後等デイサービス等の利用が増加したため、所要額を増
額します。

※補正前　1,250,000千円　⇒　補正後　1,435,000千円

○

296,000

○

△ 196,740
国
(10/10)

○

○

総務

財源対策債やその他の市債の償還財源等を確保するため、所
要額を増額します。

※補正前　829,113千円　⇒　補正後　2,271,077千円

△ 52,108 繰入金

補助金の交付額が見込みを下回ったため、所要額を減額しま
す。

※補正前　87,090千円　⇒　補正後　34,982千円

1,441,964
財産収入
寄附金

○

○

10,781

477,000

○ 過年度の国及び県等からの超過受入分の償還額が確定したた
め、所要額を増額します。

※補正前　117,956千円　⇒　補正後　594,956千円

事業名 補正前 補正後 補正額

私立保育所運営費 9,763,814 9,626,292 △ 137,522

認定こども園施設型給付事業 5,611,447 5,906,927 295,480

幼稚園施設型給付事業 667,153 684,649 17,496

小規模保育事業等地域型給付事業 262,868 260,046 △ 2,822

計 16,305,282 16,477,914 172,632
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

児童クラブ運営事業

〔生涯学習課〕
水道事業会計繰出金

〔財政課〕
中古ハウス再利用支援事業

〔農政企画課〕
農業後継者育成支援事業
（地方創生）

〔農政企画課〕
施設園芸用ハウス整備支援
事業（地方創生）

〔農業振興課〕
土木管理事務費

〔土木課〕
住吉小学校校舎増築事業

〔学校施設課〕
市債利子

〔財政課〕

衛生

△ 204,975

土木

公債

○

市が災害危険区域の水準点について誤った標高数値を表示し
たため、当該数値に基づいて建築された相手方の所有する住
宅が建築基準法等に適合しない建築物となったことから、相
手方に是正のための建替えに係る費用相当額を支払います。

※補正前　3,000千円　⇒　補正後　40,385千円

○

低利な借入に努めたことなどから、利子額が減少したため、
所要額を減額します。

※補正前　1,483,188千円　⇒　補正後　1,278,213千円

国の追加内示に伴うもの
児童にとって良好な教育環境を維持するため、住吉小学校敷
地内に少人数教室を整備します。

※補正前　2,610千円　⇒　補正後　94,998千円

補助対象面積が増加したため、所要額を増額します。

諸収入

国(1/2)
市債

○

○

○

補助対象面積が見込みを下回ったため、所要額を減額しま
す。

10,800
国(1/3)
県(1/3)

○

退職手当や旧簡易水道施設解体に要する経費等の一般会計負
担分を繰り出します。

※補正前　96,777千円　⇒　補正後　180,361千円

給付対象者が増加したため、所要額を増額します。

児童クラブに配置する放課後児童支援員のキャリアに応じた
処遇改善を図ります。

＜処遇改善の概要＞
①年額12万4千円増：放課後児童支援員
②年額24万8千円増：経験年数5年以上かつ県が実施する
　　　　　　　　　 研修を受講した放課後児童支援員
③年額37万2千円増：経験年数10年以上かつ県が実施する
　　　　　　　　　 研修を受講した放課後児童支援員

※補正前　500,000千円　⇒　補正後　510,800千円

83,584

18,000

民生

教育

○

○

92,388

37,385

8,881

△ 22,830

農林
水産

補正前 補正後

対象者数 18人 33人

所要額 21,600千円 39,600千円

補正前 補正後

対象面積 75a 203.25a

所要額 7,875千円 16,756千円

補正前 補正後

対象面積 400a 171.7a

所要額 40,000千円 17,170千円
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【国の補正予算に伴うもの】

9事業　307,988千円

（単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

担い手確保・経営強化支援
事業（Ｈ２９国補正）

〔農政企画課〕
畜産競争力強化整備事業
（Ｈ２９国補正）

〔農業振興課〕
県営ため池等整備事業負担
金（Ｈ２９国補正）

〔農村整備課〕

95,867

畜産生産基盤の強化を図るため、ＪＡのリース方式による牛
舎等整備と繁殖牛導入に要する費用の一部を助成します。

＜補助対象者＞
・宮崎中央肉用牛クラスター推進協議会
　(取組主体：宮崎中央農業協同組合)

＜事業内容＞
　・施設整備補助
　　(牛舎　5棟、堆肥舎　3棟)
　・繁殖牛導入補助
　　(妊娠牛導入　12頭、子牛導入　8頭)

＜事業費＞
  総事業費　215,322千円
　(内訳)
　　県(国)　 95,867千円
　　ＪＡ　　119,455千円

2,550
県
(10/10)

農業経営の安定と地域の居住区域の安全確保のため、県営た
め池等整備事業に係る市負担金を支出します。
（負担割合　国55％：県35％：市10％）

＜事業概要＞
・実施箇所：大迫池
・事業内容：堤体工　一式

○

農林
水産

県
(10/10)

市債

○

2,500

適切な「人・農地プラン」が作成され、かつ農地中間管理機
構を活用している地区において、次世代を担う経営感覚に優
れた経営体を確保・育成するため、売上高の拡大や経営コス
トの縮減などに取り組む担い手に対し、融資を受けて農業用
機械を導入する際の費用の一部を助成します。

＜事業内容＞
・補助内容　　農業用機械等の導入に係る費用
・補 助 率　　事業費の1/2以内

○

(１)施設整備(補助率：県(国)1/2以内)

県 ＪＡ

・(畜畜舎)木造平屋建　計5棟(2,176.25㎡)
・(堆肥舎)木造平屋建　計3棟(2,423.00㎡)

196,922 182,335 91,167 105,755

整備内容
事業費
(税込)

補助対象
事業費

負担割合

(２)繁殖牛導入(定額補助：妊娠牛 275千円/頭、子牛 175千円/頭)

県 ＪＡ

・妊娠牛　計12頭
・子子牛　計18頭

18,400
・妊娠牛　@275千円×12頭＝3,300千円
・子子牛　@175千円×18頭＝1,400千円
　　　　　　　　　　　　　　計　 4,700千円

4,700 13,700

事業費
(税込)

補助額
(定額)

負担割合
整備内容

補助額

1法人 コンバイン 5,508 5,100 2,550

対象事業費(税抜)

佐土原・東田

地区名 対象者人数 事業内容 総事業費(税込)

(１)施設整備(補助率：県(国)1/2以内)

県 ＪＡ

・(畜畜舎)木造平屋建　計5棟(2,176.25㎡)
・(堆肥舎)木造平屋建　計3棟(2,423.00㎡)

196,922 182,335 91,167 105,755

整備内容
事業費
(税込)

補助対象
事業費

負担割合

(２)繁殖牛導入(定額補助：妊娠牛 275千円/頭、子牛 175千円/頭)

県 ＪＡ

・妊娠牛　計12頭
・子子牛　計18頭

18,400
・妊娠牛　@275千円×12頭＝3,300千円
・子子牛　@175千円×18頭＝1,400千円
　　　　　　　　　　　　　　計　 4,700千円

4,700 13,700

事業費
(税込)

補助額
(定額)

負担割合
整備内容
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

県営畑地帯総合整備事業負
担金（Ｈ２９国補正）

〔農村整備課〕
県営経営体育成基盤整備事
業負担金（田野）（Ｈ２９
国補正）

〔農村整備課〕
急傾斜地崩壊対策県営事業
負担金（Ｈ２９国補正）

○

〔土木課〕
港湾改修事業等負担金（Ｈ
２９国補正）

○

〔土木課〕
宮崎駅東通線（西中工区）
整備事業（Ｈ２９国補正）

〔市街地整備課〕
瓜生野小学校屋内運動場大
規模改造事業（Ｈ２９国補
正）

〔学校施設課〕

東部地区の産業・経済の基盤強化を図るとともに、緊急輸送
道路や避難路としての役割を果たすため、宮崎駅と臨海地区
を結ぶ東西の基幹交通軸を整備します。

＜事業内容＞
 ・道路改良工事

児童にとって安全・安心な教育環境を維持するとともに、学
校施設の長寿命化を図るため、老朽化した屋内運動場を整備
します。

＜事業内容＞
・鉄部塗装等調査業務、大規模改造工事

○

○

農作物の生産性向上と農業経営の安定を図るため、パイプラ
イン工等の県営経営体育成基盤整備事業に係る市及び地元負
担金を支出します。
（負担割合　国50％：県30％：市10％：地元10％）

＜事業概要＞
・実施箇所：村内地区
・事業内容：パイプライン工　一式
　　　　　　区画整理工　　　Ａ＝24.7㏊

国の重要港湾に指定されている宮崎港の防災機能の強化を図
るため、県が実施する港湾整備事業に対し、市負担金（事業
費の1/10）を支出します。

高さ10ｍ以上の自然がけで、被害の予想される一定数の人家
等がある急傾斜地について、県が実施する急傾斜地崩壊対策
事業に係る市負担金(事業費の1/10)を支出します。

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※佐土原

良質で安定した用水の確保及び農業経営の安定と地域農業の
振興のため、かんがい用水のパイプライン化、農道の拡幅舗
装、区画整理など県営畑地帯総合整備事業に係る市及び地元
負担金を支出します。
（負担割合　国50％：県31.7％：市10％：地元8.3％）

＜事業概要＞
・実施箇所：住吉２期地区                11,895千円
・事業内容：排水路工　      Ｌ＝300ｍ
　　　　　　パイプライン工　一式

・実施箇所：花見地区                     4,026千円
・事業内容：末端散水施設　  一式
　　　　　　農道工　　　　  Ｌ＝200ｍ

・事業箇所：内山東地区                   9,150千円
・事業内容：管水路工　　　  Ａ＝39.07㏊
　　　　　　測量設計　　　  一式

100,000

50,000

8,100

8,400

国(1/3)
市債

教育

土木

農林
水産

分担金
市債

国
(5.5/10)
市債

市債

市債15,500

25,071 市債

○

○

地区名 事業費 負担金
南方－１ 35,000 3,500
坂谷 30,000 3,000
星叶 50,000 5,000

年居－３ 40,000 4,000
計 155,000 15,500

事業主体 事業概要 事業費 負担金
県 津波避難施設整備 81,000 8,100
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【一般会計：債務負担行為】

（変更） （単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

児童クラブ運営業務委託

〔生涯学習課〕

【特別会計】

（公営住宅建設資金特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（国民健康保険特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

医療費等の実績に基づき、所要額を減額します。

（上記には保険給付費のうち、補正があるもののみ掲載）

※保険給付費全体
　補正前　32,484,632千円　⇒　補正後　31,006,176千円

過年度の国及び県からの超過受入分を償還します。

※補正前　1千円　⇒　補正後　310,700千円

負担金
国(1/3)
県(1/3)

○ 児童クラブに配置する放課後児童支援員のキャリアに応じた
処遇改善を図るため、債務負担行為額を増額します。

※補正前　548,910千円　⇒　補正後　568,818千円

○

使用料
国
繰入金
市債

○ 国の交付額の決定に伴い、事業費を減額します。

※補正前　497,931千円　⇒　補正後　309,512千円

国保税
国
県
繰入金
諸収入

○

△188,419

19,908

国保税
繰越金

事業名

保険給付費

〔住宅課〕

△ 1,478,456

〔国保年金課〕

償還金

310,699

〔国保年金課〕

公営住宅ストック総合改善事業

事業名

教育

交付済額 確定額 返還額

療養給付費等負担金 15,670,049 15,398,586 271,463

普通調整交付金 3,886,965 3,886,258 707

高額医療費共同事業負担金 1,379,037 1,372,442 6,595

特定健診・保健指導国庫負担金 36,769 32,314 4,455

高額医療費共同事業負担金 1,379,037 1,372,442 6,595

特定健診・保健指導県費負担金 36,769 32,314 4,455

保険財政共同安定化事業拠出金 － － 10,588

高額医療費共同事業拠出金 － － 5,642

指定公費返還分（見込額） － － 200

310,700

項目

計

国費

県費

その他

給付内容 補正前 補正後 補正額

一般被保険者療養給付費 26,600,000 26,000,000 △ 600,000

退職被保険者等療養給付費 852,000 621,000 △ 231,000

一般被保険者高額療養費 4,300,000 3,700,000 △ 600,000

退職被保険者等高額療養費 164,000 124,000 △ 40,000

診療報酬審査支払手数料 89,782 82,326 △ 7,456

計 32,005,782 30,527,326 △ 1,478,456

－ 8 －



（後期高齢者医療特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（公園墓地特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（介護保険特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（公設合併処理浄化槽事業特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（宅地造成事業特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

介護サービス給付費等の実績に基づき、所要額を増額・減額
します。

※補正前　30,530,000千円　⇒　補正後　30,907,000千円

○

○

○

事業実績に基づき、所要額を減額します。

※補正前　16,900千円　⇒　補正後　12,598千円

事業名

後期高齢者医療広域連合納付金

△ 192,751
繰入金
繰越金
諸収入

〔国保年金課・国保収納課〕

前年度繰越金及び基盤安定繰入金の実績等に基づき、所要額
を減額します。

※補正前　4,666,564千円　⇒　補正後　4,473,813千円

宮崎南部墓地公園納骨壇増設事業

△ 4,302

事業名

保険料
国
県
繰入金
諸収入

〔介護保険課〕

分担金
国
繰入金
市債

事業名

保険給付費

377,000

〔生活安全課〕

使用料

事業名

事業名

公設合併処理浄化槽整備推進事業
（ＰＦＩ）

22,406

〔廃棄物対策課〕

一般会計繰出金

28,737
財産収入
繰越金
基金利子

財産収入

〔区画整理課〕

土地開発基金繰出金

△ 61,705

〔工業政策課〕

公設合併処理浄化槽の整備実績に基づき、所要額を増額しま
す。

※補正前　158,268千円　⇒　補正後　180,674千円

倉岡ニュータウン業務用地の分譲実績に基づき、繰出金を減
額します。

　※補正前　167,705千円　⇒　106,000千円

○ 前年度の保留地処分金の実績等に基づき、前年度繰越金が増
加したことにより、繰出金を増額します。

※補正前　79,559千円　⇒　補正後　108,296千円

○

○

給付内容 補正前 補正後 補正額

介護サービス等諸費 27,411,000 27,718,000 307,000

介護予防サービス等諸費 1,263,270 1,363,270 100,000

その他の諸費 32,500 32,500 0

高額介護サービス等費 700,000 700,000 0

高額医療合算介護サービス等費 110,000 160,000 50,000

特定入所者介護サービス等費 1,013,000 933,000 △ 80,000

市町村特別給付費 230 230 0

計 30,530,000 30,907,000 377,000
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【企業会計】

（水道事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（工業用水道事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（公共下水道事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（農業集落排水事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（田野病院事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

事業名

水道事業

△ 835,590

水道事業運営経費及び水道整備費の実績に基づき、収益的支
出の費用及び資本的支出の建設改良費を減額します。

〔上下水道局〕

〔上下水道局〕

工業用水道事業

△ 1,243

工業用水道事業運営経費及び工業用水道整備費の実績に基づ
き、収益的支出の費用及び資本的支出の建設改良費を減額し
ます。

○

病院事業運営経費及び建設改良費の実績に基づき、収益的支
出の費用を増額し、資本的支出の建設改良費を減額します。

〔保健医療課〕

農業集落排水事業

△ 14,232 企業債

○

田野病院事業

1,100

○

農業集落排水事業運営経費及び建設改良費の実績に基づき、
収益的支出の費用及び資本的支出の建設改良費を減額しま
す。

〔上下水道局〕

事業名

○ 公共下水道事業運営経費及び建設改良費の実績に基づき、収
益的支出の費用及び資本的支出の建設改良費を減額します。

〔上下水道局〕

事業名

△ 662,691
国
企業債

事業名

公共下水道事業

事業名

○
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